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[長期総合計画] [事業基本情報]

分野別目標 4 ○ 管理経費

政 策 9

施 策 4 ○ 法定受託事務

取組方針

平成２６年度 平成２９年度

事業実施の根拠法令

関連個別計画

担当課・担当課長（Tel）

関連課

１　事業概要及び実施内容

事
業
概
要

２　事業コスト

当初予算 決算 当初予算 決算 当初予算 決算 決算 計画 決算

1,364,907 1,000,967 712,930 536,730 377,044 303,209

- - ▲47.8% ▲46.4% ▲47.1% ▲43.5% ▲100.0% ▲100.0% -

39,151 38,326 37,184 29,198 37,184 30,067

4,697 4,723 3,355 5,511 3,355 3,425

43,848 43,049 40,539 34,709 40,539 33,492

1,364,907 1,000,967 712,930 536,730 377,044 303,209

5.15 5.15 4.89 3.84 4.89 3.78

3.18 3,18 2.27 3.52 2.27 2.27

３　目標及び実績
単位 平成26年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

目標値 140,950

実績値 140,950

達成度(%)

目標値 1 1

実績値 1 1

達成度(%) 100.0% 100.0%

目標値 92,515 89,631 84,415

実績値 73,999 76,005 78,189

達成度(%) 80.0% 84.8% 92.6%

目標値

実績値

達成度(%)

実
施
内
容

○支給対象の可能性のある方
に、平成26年度の住民税が課
税されていない旨のお知らせ
を行うとともに、臨時福祉給
付金の申請書、記載要領等を
郵送する。
○申請書受理→審査→支給・
不支給決定→支給

○支給対象の可能性のある方
に、平成27年度の住民税が課
税されていない旨のお知らせ
を行うとともに、臨時福祉給
付金の申請書、記載要領等を
郵送する。
○申請書受理→審査→支給・
不支給決定→支給

○支給対象の可能性のある方
に、平成28年度の住民税が課
税されていない旨のお知らせ
を行うとともに、臨時福祉給
付金の申請書、記載要領等を
郵送する。
○申請書受理→審査→支給・
不支給決定→支給

○支給対象の可能性のある方
に、平成28年度の住民税が課税
されていない旨のお知らせを行
うとともに、臨時福祉給付金の
申請書、記載要領等を郵送す
る。
○申請書受理→審査→支給・不
支給決定→支給

平成30年度

当初予算

▲80.7%

30,530

事業費 72,668

事業費等　（千円）
平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

伸び率（％）

1

活
動
指
標

そ の 他

5,709

国庫支出金

県支出金

36,239

72,668

人件費

正規職員
正規職員以外

小計

平成27年度

所要人数
（人）

正規職員
正規職員以外

成
果
指
標

93,177

140,950

135,150

主な予算内訳

78,575

84.1%

業務委託料、SE委託料等

3.84

広報活動（チラシ新聞折込）

指標名

枚

100.0%

臨時福祉給付金の申請率

回

円

個別勧奨活動（個別に申請書提出を勧奨）

1

市　　債

3.79

一般財源（税等）

臨時福祉給付金費

一般会計

民生費

事業進捗管理シート

臨時福祉給付金事業

事業区分(1)
事業経費

その他

社会保障制度の充実

誰もが安心して住み続けられる持続可能なまち

その他

款

平成２８年度 平成２９年度平成２６年度 平成２７年度

和歌山市臨時福祉給付金支給事業実施規則

事業目的（「誰・何」をどういう状態にする」ための事業か) 事業内容
①支給対象者　住民税が課税されていない方を対象に支給する。
 ただし、課税されている方に扶養されている場合及び生活保護等の受給者である場合などは除
く。
②基準日・支給額
・平成26年度（基準日 平成26年1月1日）支給対象者1人につき、10,000円
なお、老齢基礎年金等の受給者等に対して１人につき、5,000円の加算
・平成27年度（基準日 平成27年1月1日）支給対象者1人につき 　6,000円
・平成28年度（基準日 平成28年1月1日）支給対象者1人につき 　3,000円
・平成29年度（基準日 平成28年1月1日）支給対象者1人につき  15,000円
③申請期間
・平成26年度  平成26年7月 1日～平成27年1月 5日

  平成26年4月から、消費税率(5％→8%)が引上げられることに
伴い、所得の低い方々への負担の影響に鑑み、暫定的・臨時的
と措置として臨時福祉給付金を支給する。

臨時福祉給付金課

平成３０年度

守脇　秀治（内線3410）

事業期間 ～

大事業

項

臨時福祉給付金事業

会計

臨時福祉給付金事業事項

会計・
予算区分

継続事業種別

事業区分(2)
自治事務

将来に向かって希望の持てる福祉社会の形成

社会福祉費

目


